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 熊本県畳表格付条例施行規則を廃止する規則をここに公布する。 
  平成２１年１２月２５日 
                        熊本県知事 蒲 島 郁 夫  
熊本県規則第３３号 
   熊本県畳表格付条例施行規則を廃止する規則 
 熊本県畳表格付条例施行規則（昭和４８年熊本県規則第６２号）は、廃止する。 
   附 則 
 この規則は、公布の日から施行する。 

 
 
 熊本県港湾管理条例施行規則の一部を改正する規則をここに公布する。 
  平成２１年１２月２５日 
                        熊本県知事 蒲 島 郁 夫 
熊本県規則第３４号 
   熊本県港湾管理条例施行規則の一部を改正する規則 
 熊本県港湾管理条例施行規則（昭和４１年熊本県規則第３８号）の一部を次のように改
正する。 
 第４条第１項中「掲げる」の次に「場合に応じ、それぞれ当該各号に掲げる」を加え、
同項第２号中「荷さばき地・野積場使用許可申請書」を「港湾施設（荷さばき地・野積場）
使用許可申請書」に改め、同項第５号中「上屋使用許可申請書」を「港湾施設（上屋）使
用許可申請書」に改め、同項第６号中「旅客乗降用施設使用許可申請書」を「旅客乗降用 
施設（渡船橋）使用許可申請書」に改め、同項第８号中「給水施設使用許可申請書」を「船 
舶給水施設使用許可申請書」に改め、同条第２項中「掲げる」の次に「場合に応じ、それ
ぞれ当該各号に掲げる」を加える。 
 別記第１号様式、別記第３号様式、別記第４号様式、別記第６号様式及び別記第７号様
式その１を次のように改める。 
 

 

 規  則 
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別記第３号様式（第４条関係） 

 

 

港湾施設（荷さばき地・野積場）使用許可申請書 

 
年 月 日

 
 熊本県知事  様 

 
住 所 

申請者 氏 名 
電 話 

（法人にあっては事務所の所在地、名称・代表者氏名） 

 

申 請 者
コ ー ド

施 設
コ ー ド

施 設 名 称

使 用 面 積 ㎡
使 用 区 画
（ 区 画 名 ）

使 用 予 定
期 間

　　　年　　月　　日　　時　　分から

　　　年　　月　　日　　時　　分まで
 



 平成 21 年 12 月 25 日 金曜    熊 本 県 公 報          第１１８７０号 7 

品名コード 品　名 個数・トン数

備 考

貨 物

 

 

 

別記第４号様式（第４条関係） 

 
 

荷役機械使用許可申請書 

 
年 月 日

 
熊本県知事  様 

 
住 所 

申請者 氏 名 
電 話 

（法人にあっては事務所の所在地、名称・代表者氏名） 

 

申 請 者
コ ー ド

施 設
コ ー ド

荷 役 機 械
名 称

信 号 符 字
(コールサイン)等 船 名

使 用 予 定
期 間

　　　年　　月　　日　　時　　分から

　　　年　　月　　日　　時　　分まで
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備 考

 

 

 

 

別記第６号様式（第４条関係） 

 

 

港湾施設（上屋）使用許可申請書 

 
年 月 日

 
 熊本県知事  様 

 
住 所 

申請者 氏 名 

電 話 

（法人にあっては事務所の所在地、名称・代表者氏名） 

 

申 請 者
コ ー ド

施 設
コ ー ド

施 設 名 称

使 用 面 積 ㎡
使 用 区 画
（ 区 画 名 ）

品名コード 品　名 個数・トン数

使 用 予 定
期 間

　　　年　　月　　日　　時　　分から

　　　年　　月　　日　　時　　分まで

貨 物
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備 考

 

 

 

 

別記第７号様式（第４条関係） 

その１ 

旅客乗降用施設（渡船橋）使用許可申請書 

 

    年   月   日  

 住所又は所在地 

申請者 氏 名 ・ 名 称 

    連  絡  先 

（法人にあっては事務所の所在地、名称・代表者氏名）

 

申 請 者 コ ー ド  

港    湾     名  

船        名  

信号符字（コールサイン）等  

係  留  施  設  名  

施 設 コ ー ド  

 

利 用 希 望 施 設 

旅客乗降用渡橋（固定） 

旅客乗降用渡橋（移動） 

その他（     ） 

台 

台 

台 

着岸から離岸まで
（開始） 

（終了）

月  日  時  分

月  日  時  分

着  岸  時
（開始） 

（終了）

月  日  時  分

月  日  時  分

離  岸  時
（開始） 

（終了）

月  日  時  分

月  日  時  分

 

利 用 予 定 日 時 

そ  の  他
（開始） 

（終了）

月  日  時  分

月  日  時  分
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備        考 

  

 
 

 
別記第７号様式その２中「旅客乗降用施設使用許可申請書（定期船用）」を「旅客乗降用
施設（渡船橋）使用許可申請書（定期船用）」に改める。 
別記第９号様式を次のように改める。 
 
 
 
 

その2 

旅客乗降用施設（渡船橋）使用許可申請書(定期船用) 

 

年  月  日 

  熊本県知事    様 

住 所          

氏 名        印 

  法人にあつては、主たる事務所の

所在地、名称及び代表者の氏名 

  港の旅客乗降用施設を使用したいので許可されるよう熊本県港湾管理条例第5条の規 

 定により申請します。 

船    名   船   種 客 船  その他 

総 ト ン 数  トン  全   長 メートル

航    路 （起点）   （終点）  便   数 便／日

使 用 期 間      年  月  日から   年  月  日まで 

発 着 時 刻  

※ 

摘 要 

 

※ 

使 用 料
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 (注) 

  1 氏名(法人にあつては代表者の氏名)を自署する場合は、押印は不要です。 

  2 ※印欄には、記入しないでください。  

 

 

別記第９号様式（第４条関係）    

 

船 舶 給 水 施 設 使用許可申請書 

 

    年   月   日  

 住所又は所在地 

申請者 氏 名 ・ 名 称 

    連    絡    先 

（法人にあっては事務所の所在地、名称・代表者氏名）

【 外  航 ・ 内  航 】  

港    湾    名  

申 請 者 コ ー ド  

船        名  

信号符字（コールサイン）等  

総  ト  ン  数  

給  水  種  別 【運搬給水・岸壁給水・自動販売機・缶・その他】

給 水 希 望 日 時   月    日    時    分 

給 水 申 込 数 量 （飲料水）     ㎥ （その他）    ㎥ 

希 望 給 水 場 所  

希望給水場所コード  

備       考 

 

 

 
  附 則 
１ この規則は、平成２２年１月１日から施行する。 
２ この規則の施行の際現に改正前の熊本県港湾管理条例施行規則の規定に基づいて提出

されている申請書その他の書類は、改正後の熊本県港湾管理条例施行規則の相当規定に
基づいて提出された申請書その他の書類とみなす。 
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 熊本県議会の議員その他非常勤の職員の公務災害補償等に関する条例施行規則の一部を
改正する規則をここに公布する。 
  平成２１年１２月２５日 
                        熊本県知事 蒲 島 郁 夫 
熊本県規則第３５号 
   熊本県議会の議員その他非常勤の職員の公務災害補償等に関する条例施行規則の一 
   部を改正する規則 
  熊本県議会の議員その他非常勤の職員の公務災害補償等に関する条例施行規則（昭和４
２年熊本県規則第５６号）の一部を次のように改正する。 
 第２３条の２第１項中「一に」を「いずれかに」に改め、同項に次の１号を加える。 
 （５） 船員法（昭和２２年法律第１００号）第１条に規定する船員である者 
   附 則 
１ この規則は、平成２２年１月１日から施行する。 
２ この規則による改正後の熊本県議会の議員その他非常勤の職員の公務災害補償等に関 
 する条例施行規則第２３条の２の規定は、この規則の施行の日（以下「施行日」という。）

以後に発生した事故に起因する通勤による負傷又は疾病に係る療養補償を受ける職員に
ついて適用し、施行日前に発生した事故に起因する通勤による負傷又は疾病に係る療養
補償を受ける職員については、なお従前の例による。 

 
 
 
 
 
熊本県告示第１１３１号 
  介護保険法（平成９年法律第１２３号）第４６条第１項の規定により指定居宅介護支援
事業者を次のとおり指定したので、同法第８５条の規定により公示する。 
  平成２１年１２月２５日 
                                               熊本県知事 蒲 島 郁 夫 
 

事業所の名称及び所在地 事業者名 指定年月日 

さとがえりケアプランセンター 

山鹿市鍋田２０６９番地１ 

有限会社さとがえり 平成２２年１月１日  

 
 
熊本県告示第１１３２号 
  介護保険法（平成９年法律第１２３号）第４６条第１項の規定により指定居宅介護支援
事業者を次のとおり指定したので、同法第８５条の規定により公示する。 
  平成２１年１２月２５日 
                                               熊本県知事 蒲 島 郁 夫 
 

事業所の名称及び所在地 事業者名 指定年月日 

居宅介護支援事業所聖 

菊池市七城町砂田２４０番地５ 

合同会社誠和 平成２２年１月１日  

 
 
熊本県告示第１１３３号 
  介護保険法（平成９年法律第１２３号）第４１条第１項本文の規定により指定居宅サー
ビス事業者を次のとおり指定したので、同法第７８条の規定により公示する。 
  平成２１年１２月２５日 
                                               熊本県知事 蒲 島 郁 夫 
 （福祉用具貸与） 

事業所の名称及び所在地 事業者名 指定年月日 

株式会社心優 

球磨郡多良木町久米１２１５番地

株式会社心優 平成２２年１月１日  

 （特定福祉用具販売） 

事業所の名称及び所在地 事業者名 指定年月日 

株式会社心優 

球磨郡多良木町久米１２１５番地

株式会社心優 平成２２年１月１日  

 
 
熊本県告示第１１３４号 
  介護保険法（平成９年法律第１２３号）第５３条第１項本文の規定により指定介護予防

 告  示 
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サービス事業者を次のとおり指定したので、同法第１１５条の１０の規定により公示する。 
  平成２１年１２月２５日 
                                               熊本県知事 蒲 島 郁 夫 
 （介護予防福祉用具貸与） 

事業所の名称及び所在地 事業者名 指定年月日  

 

 

株式会社心優 

球磨郡多良木町久米１２１５番地

株式会社心優 平成２２年１月１日  

（特定介護予防福祉用具販売） 

事業所の名称及び所在地 事業者名 指定年月日 

株式会社心優 

球磨郡多良木町久米１２１５番地

株式会社心優 平成２２年１月１日  

 
 
熊本県告示第１１３５号 
 家畜商法（昭和２４年法律第２０８号）第４条の２第１項の規定により、平成２１年度
熊本県家畜商講習会を次のとおり開催する。 
  平成２１年１２月２５日 
                        熊本県知事 蒲 島 郁 夫 
１ 講習会の目的 
  家畜の取引業務に関し、必要な知識を習得させる。 
２ 講習の対象者 
  家畜商の免許を受けて家畜の取引業務に従事しようとする者 
３ 講習会の期日及び場所 
 (１) 講習会の開催日時  
    平成２２年２月１６日（火）及び同月１７日（水） 
    午前９時から午後５時まで 
 (２) 講習会の開催場所 
    熊本県立農業大学校 教育棟２階視聴覚室（合志市栄３８０５） 
４ 講習の内容 

     科  目  時間数     備  考 

 家畜の取引に関する法令 
 家畜の品種及び特徴 
 家畜の悪癖、機能障害及び疾病 

 ４時間 
 ４時間 
 ６時間 

 家畜商法、家畜取引法等 

５ 受講の申込方法 
 (１) 受講しようとする者は、家畜商講習会受講申込書（別記様式）に講習会受講手数
   料３，３００円（熊本県収入証紙）及び写真（ライカ判）２葉を添えて、平成２２
   年１月２６日（火）までに所管地域振興局長（熊本市にあっては、熊本農政事務所
   長）に提出すること。 
 (２) 受講の申込みをした者には、受講票を交付する。 
 (３) 納付した手数料は、返還しない。 
６ 講習の特例措置 
  家畜商法施行令（昭和２８年政令第２５２号）第１条の４第１項ただし書の規定に基
 づき、獣医師の免許を有する者及び家畜人工授精師の免許を有する者で講習の特例措置
 （一部免除）を受ける場合は、獣医師免許証又は家畜人工授精師免許証の写しを家畜商
 講習会受講申込書に添付すること。 
７ 修了証明書の交付 
  講習会の課程を修了した者には、講習会終了後、修了証明書を交付する。 
８ その他 
 (１) 講習会当日は、講習開始３０分前までに会場に集合し、受付に受講票を提出する
   こと。 
 (２) 受講者は、筆記用具を持参すること。 
 (３) 講習会テキスト（参考書）は、講習会初日に受付で販売する。 
    （最新 家畜取引の知識改訂版（消費税込み３，０００円）を使用予定） 
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熊本県告示第１１３６号 
 生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第５５条において準用する同法第４９条及び
中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後の自立の支援に関する法律（平成６年
法律第３０号）第１４条第４項においてその例によるものとされた生活保護法第５５条に
おいて準用する同法第４９条の規定により施術者を次のとおり指定したので、生活保護法
第５５条の２及び中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後の自立の支援に関す
る法律第１４条第４項においてその例によるものとされた生活保護法第５５条の２の規定
により告示する。 
  平成２１年１２月２５日 
                        熊本県知事  蒲 島 郁 夫 
（施術者〔柔道整復師〕） 

 施術所名称    施術者     施術所所在地  指定年月日 

統合整体心 啓  小栁 賢也 荒尾市万田字八反田６３０番

地１ ロックタウン荒尾内 

平成２１年１２

月１６日 

 
 
熊本県告示第１１３７号 
 地方公共団体の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める政令（平成７年政令第３
７２号）の規定が適用される調達契約の締結が見込まれるので、次のとおり競争入札に参
加する者に必要な資格等について告示する。 
  平成２１年１２月２５日 
                        熊本県知事 蒲 島 郁 夫 
１ 調達役務名 

①熊本県情報ギガハイウェイ用支線系通信回線サービス（県庁ＮＯＣブロック） 

別記様式 

 

  家畜商講習会受講申込書 

 

年  月  日 

 

 熊本県知事      様 

 

（申 込 者） 

 現 住 所 

氏  名         印 

生年月日 

 

 

 家畜商法第４条の２第１項の規定による講習会を受講したいので、手数料を添えて 

申し込みます。 
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②熊本県情報ギガハイウェイ用支線系通信回線サービス（阿蘇ＡＰブロック行政ＮＷ） 
③熊本県情報ギガハイウェイ用支線系通信回線サービス（阿蘇ＡＰブロック教育文化

ＮＷ） 
２ 入札参加資格 

熊本県業務委託契約等に係る一般競争入札及び指名競争入札参加者の資格等に関する
要綱（平成１４年熊本県告示第５１６号。以下「要綱」という。) による審査のうえ、
入札参加資格を有すると決定された者であること。 

なお、入札参加資格を有しない者で本競争入札に参加を希望するものは、３に掲げる
ところにより、要綱による審査を受け、入札参加資格を得ること。 

３  入札参加資格を得るための申請方法等 
 (１)  申請の方法 

２に掲げる入札参加資格を有しない者で本競争入札に参加を希望するものは、要
綱に定める入札参加資格審査申請書（本競争入札参加のための申請である旨を明示
すること。) に必要書類を添付し、３の（２）の場所に持参又は郵送（書留郵便に
限る。) により提出すること。 

 (２)  入札参加資格審査申請書の入手先及び提出場所並びに申請に関する問い合わせ先 
熊本県出納局管理調達課管理審査班（県庁行政棟本館２階） 
郵便番号  ８６２－８５７０ 熊本市水前寺六丁目１８番１号 
電話番号 ０９６－３３３－２５８１（ダイヤルイン） 

 (３)  入札参加資格審査申請書の受付期間 
公告の日から平成２２年１月１５日（金）までの日（閉庁日を除く。）の午前８

時３０分から午後５時までとする。 
ただし、受付期間の終了後も入札日時まで随時受け付けるが、この場合には、資

格審査が入札に間に合わないことがある。 
 (４)  資格審査結果の通知 

資格審査の結果は、資格審査結果通知書により通知する。 
 (５)  入札参加資格の有効期間 

入札参加資格の有効期間は、資格審査の結果を通知した日から平成２３年３月３
１日までとする。 

 (６)  有効期間の更新手続 
前項の有効期間の更新を希望する者に対しては、要綱に基づく入札参加資格審査

申請の受付を平成２３年１月４日から平成２３年１月３１日（閉庁日を除く。）ま
で行う。 

 
 
熊本県告示第１１３８号 
 森林法（昭和２６年法律第２４９号）第２５条の２第１項の規定により、次のように保 
安林の指定をする。 
  平成２１年１２月２５日 
                        熊本県知事 蒲 島 郁 夫 
１ 保安林の所在場所 熊本県天草郡苓北町都呂々字新道３２１３番２、３２１３番３、 
 ３２１６番１、３２１６番２、３２１７番、字松浦河内３２１８番４、３２１８番５、 
 ３２１８番７、３２１９番 
２ 指定の目的 土砂の流出の防備 
３ 指定施業要件 
 （１） 立木の伐採の方法 
  ア 次の森林については、主伐は、択伐による。 
    字新道３２１６番１、３２１６番２、３２１７番、字松浦河内３２１８番７、３ 
   ２１９番、３２１８番４・３２１８番５（以上２筆について次の図に示す部分に限 
   る。） 
  イ その他の森林については、主伐に係る伐採種を定めない。 
  ウ 主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る市 
   町村森林整備計画で定める標準伐期齢以上のものとする。 
  エ 間伐に係る森林は、次のとおりとする。 
 （２） 立木の伐採の限度並びに植栽の方法・期間及び樹種 次のとおりとする。 
 （「次の図」及び「次のとおり」は、省略し、その図面及び関係書類を熊本県農林水産 
部森林保全課及び熊本県天草地域振興局並びに苓北町役場に備え置いて縦覧に供する。） 

 
 
熊本県告示第１１３９号 
 森林法（昭和２６年法律第２４９号）第２５条の２第１項の規定により、次のように保 
安林の指定をする。 
  平成２１年１２月２５日 
                        熊本県知事 蒲 島 郁 夫 
１ 保安林の所在場所 熊本県天草市有明町大浦字赤瀬６３８番１、６４０番、６４２番 
 １、６４２番２、６５０番、６５２番から６５４番まで、６５９番１ 
２ 指定の目的 土砂の流出の防備 
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３ 指定施業要件 
 （１） 立木の伐採の方法 
  ア 次の森林については、主伐は、択伐による。 
    字赤瀬６３８番１・６４２番２・６５０番・６５２番・６５４番（以上５筆につ 
   いて次の図に示す部分に限る。） 
  イ その他の森林については、主伐に係る伐採種を定めない。 
  ウ 主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る市 
   町村森林整備計画で定める標準伐期齢以上のものとする。 
  エ 間伐に係る森林は、次のとおりとする。 
 （２） 立木の伐採の限度並びに植栽の方法・期間及び樹種 次のとおりとする。 
 （「次の図」及び「次のとおり」は、省略し、その図面及び関係書類を熊本県農林水産 
部森林保全課及び熊本県天草地域振興局並びに天草市役所に備え置いて縦覧に供する。） 

 
 
熊本県告示第１１４０号 
 森林法（昭和２６年法律第２４９号）第２５条の２第１項の規定により、次のように保 
安林の指定をする。 
  平成２１年１２月２５日 
                        熊本県知事 蒲 島 郁 夫 
１ 保安林の所在場所 熊本県天草郡苓北町上津深江字小郷３６０５番、３６０７番、３ 
 ６２２番１、字櫻渕３６２８番 
２ 指定の目的 土砂の流出の防備 
３ 指定施業要件 
 （１） 立木の伐採の方法 
  ア 次の森林については、主伐は、択伐による。 
    字小郷３６２２番１、字櫻渕３６２８番 
  イ その他の森林については、主伐に係る伐採種を定めない。 
  ウ 主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る市 
   町村森林整備計画で定める標準伐期齢以上のものとする。 
  エ 間伐に係る森林は、次のとおりとする。 
 （２） 立木の伐採の限度並びに植栽の方法・期間及び樹種 次のとおりとする。 
 （「次のとおり」は、省略し、その関係書類を熊本県農林水産部森林保全課及び熊本県 
天草地域振興局並びに苓北町役場に備え置いて縦覧に供する。） 

 
 
熊本県告示第１１４１号 
 森林法（昭和２６年法律第２４９号）第２６条の２第１項の規定により次の森林を解除
予定保安林にするので、同法第３０条の２第１項の規定により告示する。 
  平成２１年１２月２５日 
                        熊本県知事 蒲 島 郁 夫 
１ 解除予定保安林の所在場所 熊本県天草市天草町下田北字大志津羅６６番１１ 
２ 保安林として指定された目的 土砂の流出の防備 
３ 解除の理由 指定理由の消滅 

 
 
熊本県公告第１１４２号 
 障害者自立支援法（平成１７年法律第１２３号）第２９条第１項の規定により指定障害
福祉サービス事業者として次の者を指定したので、同法第５１条の規定により公示する。 
  平成２１年１２月２５日 
                        熊本県知事 蒲 島 郁 夫 

事業所の名称及び所 

在地 

事業者の名称、主た

る事務所の所在地

及び代表者の氏名 

指定年月日 事業所番号 サービスの

種類 

ＧＩＣ 

菊池市泗水町永８３

４番地４ 

株式会社ＧＩＣ 

菊池市泗水町永８

３４番地４ 

荒木 晴信 

平成２１年 

１２月１６

日 

4311200085 就労継続支

援Ａ型 

 
 
熊本県公告第１１４３号 
 障害者自立支援法（平成１７年法律第１２３号）第２９条第１項の規定により指定障害
福祉サービス事業者として次の者を指定したので、同法第５１条の規定により公示する。 
  平成２１年１２月２５日 
                        熊本県知事 蒲 島 郁 夫 
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事業所の名称及び所 

在地 

事業者の名称、主た

る事務所の所在地

及び代表者の氏名 

指定年月日 事業所番号 サービスの

種類 

はるる 

菊池市泗水町永８３

４番地４ 

株式会社ＧＩＣ 

菊池市泗水町永８

３４番地４ 

荒木 晴信 

平成２１年 

１２月１６

日 

4321200091 

 

共同生活援

助 

 
 
熊本県告示第１１４４号 
 道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、次のとおり道路
の区域を変更する。 
 その関係図面は、平成２１年１２月２５日から６０日間、熊本県土木部道路保全課にお
いて一般の縦覧に供する。 
  平成２１年１２月２５日 
                        熊本県知事 蒲 島 郁 夫 
１ 道路の種類、路線名及び区域を変更する区間等 

道路の種類 路 線 名 区 域 を 変 更 す る 区 間 前

後

幅 員 

(ﾒｰﾄﾙ) 

延 長 

(ﾒｰﾄﾙ) 

備 考

 

前

 26.8 

  ～ 

 48.0 

 

 73.7 

一般国道 ３２５号 菊池市森北字萩ノ迫 

     ９５０番１地先から 

同市泗水町住吉字上鶴 

     ２５７番１地先まで  

後

 24.9 

  ～ 

 41.1 

 

 73.7 

廃道 

２ 区域を変更する期日 平成２１年１２月２５日 
 

 
熊本県告示第１１４５号 
 道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、次のとおり道路
の区域を変更する。 
 その関係図面は、平成２１年１２月２５日から６０日間、熊本県土木部道路保全課にお
いて一般の縦覧に供する。 
  平成２１年１２月２５日 
                        熊本県知事 蒲 島 郁 夫 
１ 道路の種類、路線名及び区域を変更する区間等 

道路の種類 路 線 名 区 域 を 変 更 す る 区 間 前

後

幅 員 

(ﾒｰﾄﾙ) 

延 長 

(ﾒｰﾄﾙ) 

備 考

 

前

  8.4 

  ～ 

 11.3 

 

  64.0 

一般県道 原植木線 鹿本郡植木町大字有泉字小畑 

    ７８７番２地先から 

同町大字有泉字出口 

    ８２７番１地先まで  

後

 11.3  

  ～ 

 16.0 

 

  64.0 

緊道整

交安 

（歩道

設置）

２ 区域を変更する期日 平成２１年１２月２５日 
 

 
熊本県告示第１１４６号 
 道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、次のとおり道路
の供用を開始する。 
 その関係図面は、平成２１年１２月２５日から６０日間、熊本県土木部道路保全課にお
いて一般の縦覧に供する。 
  平成２１年１２月２５日 
                        熊本県知事 蒲 島 郁 夫 
１ 道路の種類、路線名及び供用を開始する区間等 

道路の種類 路 線 名   供 用 を 開 始 す る 区 間  延  長 

(メートル) 

備 考

一般国道 

 

２６６号 

 

上天草市大矢野町登立字長迫 

          ３６５７番４地先から 

    68.0 交通円

滑国道



 平成21年 12月 25日 金曜    熊 本 県 公 報          第１１８７０号 18 

 

 

 

 

同市大矢野町登立字深田 

     ３７９８番１地先まで 

 （右折

レーン

設置）

下益城郡美里町岩野字和田原 

          １４３４番１地先から 

同所 

          １６４４番１地先まで 

   200.0 一般国道 ４４３号 

下益城郡美里町岩野字巣喰谷 

          １７２２番地先から 

同所 

          ２０５４番地先まで 

    55.1 

地域連

携特一

（改築

による

拡幅）

主要地方道 芦北坂本線 八代市坂本町百済来下字宮後 

          ６２１番７地先から 

同市坂本町百済来下字門作 

          ６０１番８地先まで 

    85.0 単道改

（改築

による

拡幅）
２ 供用を開始する期日 平成２１年１２月２５日 

 
 
熊本県告示第１１４７号 
 道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、次のとおり道路
の供用を開始する。 
 その関係図面は、平成２１年１２月２５日から６０日間、熊本県土木部道路保全課にお
いて一般の縦覧に供する。 
  平成２１年１２月２５日 
                        熊本県知事 蒲 島 郁 夫 
１ 道路の種類、路線名及び供用を開始する区間等 

道路の種類 路 線 名   供 用 を 開 始 す る 区 間  延  長 

(メートル) 

備 考

主要地方道 人吉水俣線 水俣市大字古里字岩下 

          １０２８番１地先から 

同市大字久木野字湯下 

          ８４５番４地先まで 

  1,540.0 単道改

（バイ

パス発

生） 
２ 供用を開始する期日 平成２１年１２月２５日 

 
 
熊本県告示第１１４８号 
  障害者自立支援法施行規則（平成１８年厚生労働省令第１９号）第６３条の規定により、
次の指定自立支援医療機関（精神通院医療）から当該医療機関の業務の廃止の届出があっ
た。 
    平成２１年１２月２５日 
                                                熊本県知事 蒲 島 郁 夫 

指定自立支援医療機関（精神 

通院医療）の名称及び所在地 

開設者の名称及び所在地    廃止年月日 

ひろたく薬局 東店 

熊本市新外三丁目９－８３－ 

１０１ 

有限会社博拓薬局 

熊本市新外三丁目９－７２ 

－１０２ 

平成２１年１１月２８日 

 
 
熊本県告示第１１４９号  
  熊本県少年保護育成条例（昭和４６年熊本県条例第３０号）第５条第１項の規定により
少年に優良な興行として平成２１年１２月１８日次のように推奨したので、同条第２項の
規定により公示する。 
    平成２１年１２月２５日 
                        熊本県知事 蒲 島 郁 夫 

  種 別      題       名 推 奨  理 由
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推奨映画 オーシャンズ（ＯＣＥＡＮＳ）（ギャガ）   少年を健全に

育成するうえに

有益である。 

 
 
熊本県告示第１１５０号  
  熊本県少年保護育成条例（昭和４６年熊本県条例第３０号）第７条第１項の規定により
少年に有害な興行として平成２１年１２月１８日次のように指定したので、同条第２項の
規定により公示する。 
    平成２１年１２月２５日 
                        熊本県知事 蒲 島 郁 夫 

  種 別      題       名 指  定  理 由 

有害指定 

映画 

如何にも不倫、されど不倫（新日本） 

淫乱ひだのおく（新東宝） 

人妻悲恋 巨乳みだれ泣く（オーピー） 

秘バイブ責め 糸を引く恥悦（新東宝） 

痴漢電車 しのび指は夢気分（オーピー） 

  著しく性的感 

情を刺激し、少

年の健全な育成

を阻害するおそ

れがある。 

 
 
熊本県告示第１１５１号 
 次の保安林の指定施業要件を変更するので、森林法（昭和２６年法律第２４９号）第３ 
３条の３において準用する同法第３０条の２の規定により告示する。 
  平成２１年１２月２５日 
                        熊本県知事 蒲 島 郁 夫 
１ 保安林の所在場所 熊本県下益城郡美里町（次の図に示す部分に限る。） 
２ 指定の目的 落石の危険の防止 
３ 指定施業要件 
 （１） 立木の伐採の方法 
  ア 主伐は、択伐による。 
  イ 主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る市 
   町村森林整備計画で定める標準伐期齢以上のものとする。 
  ウ 間伐に係る森林は、次のとおりとする。 
 （２） 立木の伐採の限度 次のとおりとする。 
 （「次の図」及び「次のとおり」は、省略し、その図面及び関係書類を熊本県農林水産 
部森林保全課及び熊本県宇城地域振興局並びに美里町役場に備え置いて縦覧に供する。） 
 
 
 
 
 
熊本県公告第６７８号 
 宇土市に事務所を置く網田新地土地改良区の役員が次のとおり退任及び就任した旨の届
出があったので、土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第１８条第１７項の規定によ
り公告する。 
  平成２１年１２月２５日 
                        熊本県知事 蒲 島 郁 夫   

 役職名     氏   名    住  所 

 退任 

   理事 

   理事 

   理事 

   理事 

   理事 

   理事 

   理事 

   理事 

   理事 

   理事 

   

 中村 清廣 

 田中 房信  

 岩崎 良公 

 田中 義明 

 森下 周二 

 中村 実 

 廣田 敬吾 

 舟田 敏文 

 野田 秀則 

 森  茂徳 

 

 宇土市長浜町３３８番地  

 宇土市長浜町３６９番地 

 宇土市長浜町又５１１番地の３ 

 宇土市上網田町２３１２番地 

 宇土市長浜町５８０番地の２ 

 宇土市長浜町５４７番地の１ 

 宇土市上網田町３２４９番地 

 宇土市長浜町２１１２番地 

 宇土市上網田町６番地の１ 

 宇土市上網田町１番地 

 公  告 
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   監事 

   監事 

   監事 

就任 

   理事 

   理事 

   理事 

   理事 

   理事 

   理事 

   理事 

   理事 

   理事 

   理事 

   監事 

   監事 

   監事 

 西村 博 

 濱口 龍治 

 宮本 裕一 

  

 岩崎 良公 

 中村 清廣 

 廣田 敬吾 

 田中 房信 

 中村 実 

 野田 秀則 

 森 茂徳 

 米原 政博  

 田中 一昭 

 田中 太 

 濱口 龍治 

 西村 博 

 中村 正也 

  

 宇土市長浜町４３４番地の３ 

 宇土市下網田町３９４２番地の３ 

 宇土市長浜町３４１番地 

  

 宇土市長浜町又５１１番地の３ 

 宇土市長浜町３３８番地 

 宇土市上網田町３２４９番地 

 宇土市長浜町３６９番地 

 宇土市長浜町５４７番地の１ 

 宇土市下網田町１５８８番地の２ 

 宇土市上網田町１番地 

 宇土市長浜町５８０番地の３ 

 宇土市赤瀬町６６番地 

 宇土市長浜町５０７番地 

 宇土市下網田町３９４２番地の３ 

 宇土市長浜町４３４番地の３ 

 宇土市長浜町３３３番地 

 
 
熊本県公告第６７９号 
 上益城郡益城町に事務所を置く益城町土地改良区の役員が次のとおり退任及び就任した
旨の届出があったので、土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第１８条第１７項の規
定により公告する。                                 
  平成２１年１２月２５日 
                        熊本県知事 蒲 島 郁 夫   

 役職名     氏   名    住  所  

退任 

 理事 

 理事 

 理事 

 理事 

 理事 

 理事 

 理事 

 理事 

 理事 

 理事 

 理事 

 理事 

 理事 

 理事 

 理事 

 理事 

 監事 

 監事 

 監事 

 監事 

 監事 

 監事 

就任 

 理事 

 理事 

 理事 

 

坂本 貢 

河端 俊夫  

村上 賢治 

鋤野 俊一 

菅野 義昭 

上田 一生 

倉永 一弘 

續 幸洋 

松野 隆 

園川 茂 

安尾 敏信 

水本 英敏 

森島 征支郎 

田﨑 辰郎 

坂井 荘六 

坂崎 大登 

中林 功 

秋月 博實 

宮原 軍太郎 

福永 祐一郎 

坂口 政弘 

河原 泉 

 

坂本 貢 

山本 隆 

村上 賢治 

 

上益城郡益城町大字赤井１９６１番地 

上益城郡益城町大字砥川２３６９番地 

上益城郡益城町大字小池１５１９番地 

上益城郡益城町大字島田１０４７番地 

上益城郡益城町大字広崎５８９番地 

上益城郡益城町大字惣領１０２８番地 

上益城郡益城町大字安永５８９番地 

上益城郡益城町大字宮園４７６番地 

上益城郡益城町大字木山４４０番地 

上益城郡益城町大字寺迫９９３番地２ 

上益城郡益城町大字福原１０８６番地 

上益城郡益城町大字平田１００５番地 

上益城郡益城町大字下陳９７４番地 

上益城郡益城町大字寺中６６９番地 

上益城郡嘉島町井手１０２９番地 

上益城郡嘉島町下六嘉３７１５番地１ 

上益城郡益城町大字砥川２０１３番地 

上益城郡益城町大字馬水４５９番地 

上益城郡益城町大字宮園６６５番地２９ 

上益城郡益城町大字平田６１１番地 

上益城郡益城町大字田原４２番地 

上益城郡嘉島町北甘木１３１０番地４ 

 

上益城郡益城町大字赤井１９６１番地 

上益城郡益城町大字砥川１０４０番地 

上益城郡益城町大字小池１５１９番地 
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 理事 

理事 

理事 

理事  

理事 

理事 

理事 

理事 

理事 

理事 

理事 

理事 

理事 

監事 

監事 

監事 

監事 

監事 

監事 

木村 亘 

斉藤 勝幸 

上田 一生 

里見 政春 

市川 誠一 

續 幸洋 

吉田 一浩 

山田 博徳 

坂本 義明 

寺本 精喜 

永田 義憲 

河原 利輝 

坂崎 大登 

江島 明憲 

冨田 敦夫 

宮原 軍太郎 

渕上 久文 

石坂 耀一郎 

鳥井 一義 

上益城郡益城町大字島田２９５番地 

上益城郡益城町大字古閑３９１番地 

上益城郡益城町大字惣領１０２８番地 

上益城郡益城町大字馬水５２２番地１ 

上益城郡益城町大字木山４５９番地 

上益城郡益城町大字宮園４７６番地 

上益城郡益城町大字寺迫６２番地１ 

上益城郡益城町大字福原２０３４番地３ 

上益城郡益城町大字平田３４３番地 

上益城郡益城町大字寺中８６２番地 

上益城郡益城町大字上陳８５４番地 

上益城郡嘉島町大字井寺２９９９番地 

上益城郡嘉島町大字下六嘉３７１５番地１ 

上益城郡益城町大字小池７８６番地 

上益城郡益城町大字福富６９８番地 

上益城郡益城町大字宮園６６５番地２９ 

上益城郡益城町大字平田１２６０番地 

上益城郡益城町大字田原２８５番地 

上益城郡嘉島町大字井寺２８５０番地 
 

 
熊本県公告第６８０号 
 球磨郡錦町に事務所を置く中球磨土地改良区の役員が次のとおり退任及び就任した旨の
届出があったので、土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第１８条第１７項の規定に
より公告する。 
  平成２１年１２月２５日 
                        熊本県知事 蒲 島 郁 夫   

 役職名     氏   名    住  所 

退任 

 理事 

 理事 

 理事 

 理事 

 理事 

 理事 

 理事 

 監事 

 監事 

就任 

 理事 

 理事 

 理事 

 理事 

 理事 

 理事 

 理事 

 監事 

 監事 

  

  

  

     

 中村 幸 

 宮元 庄一 

 藤本 和行 

 鶴田 和典 

 塚本 恒夫 

 深水 功 

 緒方 信三 

 上田 精吾 

 免田 文雄 

  

 鶴田 和典 

 荒牧 千鶴 

 中村 金一 

 塚本 恒夫 

 深水 功 

 深水 隆光 

 田辺 亮助 

 緒方 信三 

 渕田 清隆 

  

  

 

 球磨郡錦町大字一武２３１１番地 

 球磨郡あさぎり町上西９２番地 

 球磨郡錦町大字西４７番地 

 球磨郡あさぎり町上西１３３３番地１ 

 球磨郡あさぎり町免田西３３４７番地 

 球磨郡錦町大字一武２１７６番地２ 

 球磨郡あさぎり町上北３１番地 

 球磨郡錦町大字西３５２１番地２ 

 球磨郡あさぎり町免田西１５８３番地 

  

 球磨郡あさぎり町上西１３３３番地１ 

 球磨郡あさぎり町上西２２８番地 

 球磨郡あさぎり町上西１３３番地２０ 

 球磨郡あさぎり町免田西３３４７番地 

 球磨郡錦町大字一武２１７６番地２ 

 球磨郡錦町大字一武２４６１番地 

 球磨郡錦町大字西２６４番地 

 球磨郡あさぎり町上北３１番地 

 球磨郡錦町大字西３６１８番地２２ 

  

  

 
 
熊本県公告第６８１号 
  県営羊角湾周辺二期地区（桜迫工区）土地改良事業施行に係る換地計画を定めたので、
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次のとおり当該換地計画書の写しを縦覧に供する。 
 利害関係人で異議のあるものは、縦覧期間満了の日の翌日から起算して１５日以内に異
議申立てをすることができる。 
    平成２１年１２月２５日 
                                                熊本県知事  蒲 島 郁 夫 
１  縦覧の期間  平成２１年１２月２８日から 
                平成２２年１月２９日まで 
２ 縦覧の場所 天草市役所 
３ 縦覧に供する書類の名称 
  (１) 換地設計書 
  (２) 各筆換地等明細書 
 (３) 清算金明細書 
 (４) 換地を定めない土地その他特別の定めをする土地の明細書 

 
 
熊本県公告第６８２号 
 都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第２９条第１項の許可に係る開発行為に関す
る工事が完了したので、同法第３６条第３項の規定により次のとおり公告する。 
  平成２１年１２月２５日 
                                                熊本県知事  蒲 島 郁 夫 
１ 開発区域又は工区に含まれる地域の名称及び面積 
    菊池郡菊陽町大字辛川字塚原４９６番８ 
  ７４２．８０平方メートル 
２ 開発許可を受けた者の住所及び氏名（名称） 
  菊池郡菊陽町大字津久礼２１７９番地３ 
  有限会社生活の杜 

 
 
熊本県公告第６８３号 
  県営上益城中央二期地区（中横田工区）土地改良事業（区画整理）施行に係る換地計画
を定めたので、次のとおり当該換地計画書の写しを縦覧に供する。 
 利害関係人で異議のある者は、縦覧期間満了の日の翌日から起算して１５日以内に異議
申立てをすることができる。 
    平成２１年１２月２５日 
                                                熊本県知事  蒲 島 郁 夫 
１ 縦覧の期間 平成２１年１２月２８日から 
        平成２２年１月２９日まで 
２ 縦覧の場所 甲佐町役場 
３ 縦覧に供する書類の名称 
 （１） 換地設計書 
 （２） 各筆換地等明細書 
 （３） 清算金明細書 
 （４） 換地を定めない土地その他特別の定めをする土地の明細書 

 
 
熊本県公告第６８４号 
 次のとおり一般競争入札に付する。 
  平成２１年１２月２５日 
                        熊本県知事 蒲 島 郁 夫    
１ 競争入札に付する事項 
 （１） 調達役務名 

①熊本県情報ギガハイウェイ用支線系通信回線サービス（県庁ＮＯＣブロック） 
②熊本県情報ギガハイウェイ用支線系通信回線サービス（阿蘇ＡＰブロック行政

ＮＷ） 
③熊本県情報ギガハイウェイ用支線系通信回線サービス（阿蘇ＡＰブロック教育

文化ＮＷ） 
 （２） 調達役務の内容等 

４の（２）に示す「要求仕様書」のとおり 
 （３） 調達役務の利用期間 

平成２２年４月１日から平成２５年３月３１日までの３６か月間 
ただし、施設の閉鎖等により止むを得ない場合は、期間内に利用を中止する場合

がある。 
 （４） 納入場所 

熊本県庁、熊本県各地域振興局、県の出先機関及び県立学校等 
詳細は、４の（２）に示す「要求仕様書」のとおり 

 （５） 入札金額 
入札は各ＡＰブロック毎に実施するものとし、入札書に記載する金額は、１月当



 平成21年 12月 25日 金曜    熊 本 県 公 報          第１１８７０号 23 

たりの回線使用料とする（回線使用料には初期費用及び工事費用を含む。）。 
なお、落札者決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の５パーセ

ントに相当する額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その
端数金額を切り捨てるものとする。）をもって落札価格とするので、入札者は、消
費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積
もった契約希望金額の１０５分の１００に相当する金額により入札すること。 

 （６） 最低制限価格等の設定 
本競争入札には、最低制限価格を設けていない。 

 （７） その他 
ア 本競争入札は、電子入札システムを利用して行う電子入札対象案件であるが、紙

入札による参加もできる。ただし、電子入札システムに利用者登録が完了している
者は、電子入札によるものとする。 

イ 本競争入札は、競争入札参加資格確認のため、入札前に３に記載する競争入札参
加確認申請書及び確認資料の提出が必要な入札である。 

２ 入札参加者の資格に関する事項 
  次に掲げる条件をすべて満たす者であること。 
 （１） 物品購入契約等及び業務委託契約に係る競争入札参加者の資格等に関する要綱（ 
   平成１８年熊本県告示第５２１号。以下「要綱」という。）による審査のうえ、有

資格者として営業種目「情報処理業務（情報システム全般の設計、維持管理）」に
登録された者で、電気通信事業法の規定に基づく登録又は届出に関する手続を行っ
ている電気通信事業者であること。 

なお、入札参加資格を有しない者は、次により入札参加資格審査の申請を行うこ
と。 

ア 審査申請の受付期間 
公告の日から平成２２年１月１５日(金)までの日（閉庁日を除く。）の午前８時

３０分から午後５時までに提出すること。 
ただし、受付期間の終了後も入札書締切予定日時まで随時受け付けるが、この場

合には、資格審査が入札に間に合わないことがある。 
イ 審査申請書の提出先及び問い合わせ先 

熊本県出納局管理調達課管理審査班（県庁行政棟本館２階） 
郵便番号 ８６２－８５７０ 熊本市水前寺六丁目１８番１号 
電話番号 ０９６－３３３－２５８１ 

ウ 申請の方法 
要綱に定める「競争入札参加資格審査申請書」に必要書類を添付し、持参又は郵

送により提出すること。 
なお、申請様式及び提出書類の詳細については、熊本県ホームページの「申請書

様式ダウンロード」のページで確認することができる。 
エ 資格審査結果の通知 

資格審査の結果は、資格審査結果通知書により通知する。 
 （２） 会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づく更生手続開始の申立てを行っ

た者又は申立てをなされた者にあっては、当該申立てに係る更生計画認可決定を受
ていること。 

 （３） 民事再生法（平成１１年法律第２２５号）に基づく再生手続開始の申立てを行っ
た者又は申立てをなされた者にあっては、当該申立てに係る再生計画認可決定を受
けていること。 

 （４） 入札及び開札の時点において、熊本県物品購入等及び業務委託等契約に係る指名
停止等の措置要領（平成１４年熊本県告示第８１１号）による指名停止期間中でな
いこと。 

 （５） 要求仕様書の内容を満たしていること。 
３ 入札参加のための確認申請 

本競争入札に参加を希望する者は、２の（２）から（５）までに示す要件を満たして
いるかの確認を受けるため、次により「競争入札参加資格確認申請書」及び確認資料（以
下「申請書等」という。）を提出しなければならない。 

なお、期限までに申請書等を提出しない者及び確認の結果要件を満たしていないと認
められた者は、本競争入札に参加することができない。 

 （１） 提出方法及び提出場所 
ア 電子入札システムによる入札参加の場合 

申請書等を電子入札システムにより提出すること。 
なお、確認資料の容量が１ＭＢを超える場合には、４の（１）に示す場所に持参

又は郵送（書留郵便に限る。）することとし、持参又は郵送する書類の目録を電子
入札システムで提出すること。 

イ 紙入札方式による入札（書面による入札をいう。以下同じ。）参加の場合 
申請書等を４の（１）に示す場所に持参又は郵送すること。 
なお、郵送の場合は、提出期間内に必着すること。 

 （２） 提出期間 
公告の日から平成２２年１月２２日（金）の午後５時まで（閉庁日を除く。）に

提出すること。 
 （３） 確認結果の通知 
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確認の結果は、「競争入札参加資格確認結果通知書」により通知する。 
４ 入札執行の日時、場所等 
 （１） 契約条項を示す場所 

熊本県地域振興部情報企画課電子県庁管理班（県庁行政棟新館９階） 
郵便番号 ８６２－８５７０ 熊本市水前寺六丁目１８番１号 
電話番号 ０９６－３３３－２１４３ 
ファックス番号 ０９６－３８１－８２１１ 

 （２） 要求仕様書等 
ア 閲覧（交付）の期間 

公告の日から平成２２年２月３日（水）まで（閉庁日を除く。）の午前８時３０
分から午後５時までとする。 

イ 閲覧（交付）の場所 
電子入札システムホームページ（入札情報公開サービスシステムの入札公告等情

報）にて閲覧又は４の（１）に記載する場所で交付する。 
 （３） 入札の日時及び場所 

ア 電子入札システムによる入札 
３の（３）記載の確認結果の通知を受けた時から平成２２年２月３日（水）午後

５時までに入札すること。 
イ 紙入札方式による入札 
（ア）日時 平成２２年２月４日（木）午後１時３０分 
（イ）場所 熊本市水前寺六丁目１８番１号 

熊本県地域振興部情報企画課（県庁行政棟新館９階） 
 （４） 開札の日時及び場所 

４の（３）のイに同じ。 
 （５） 再度の入札 

開札後、落札者がない場合は再入札を行う。 
再入札を行う場合、電子入札により入札書を提出した者については、再入札の通

知を受けた時から平成２２年２月４日（木）午後２時３０分までに電子入札システ
ムにより入札すること。 

５ 入札方法等 
 （１） 入札方法 

ア 電子入札システムによる入札の場合 
４の（３）のアの締切日時までに電子入札システムにより入札書を提出すること。 
ただし、入札参加者側のシステム障害等のやむを得ない事情があり、入札書受付

締切予定日時までに「熊本県電子入札システム紙入札移行承認願」を４の（１）に
示す場所に提出し、県（契約担当者）から承認を受けた場合は、イの紙入札方式に
よる入札によるものとする。 

イ 紙入札方式による入札の場合 
「入札書」により作成し、４の（３）のイの日時及び場所に持参し、提出するこ

と。 
ただし、代理人をして入札するときは、「委任状」を入札書と同時に提出するこ

と。 
なお、郵送を認めるが、次の事項に留意のうえ、必ず平成２２年２月３日（水）

までに４の（１）に記載する場所に必着するよう郵送（書留郵便に限る。）するこ
と。 

（ア）封筒は二重封筒とし、表封筒に「入札書在中」及び「親展」を、中封筒に「調
達役務の名称」及び「開札日時」を朱書きすること。 

（イ）再入札を予想する場合は、中封筒に「再入札書」、「調達役務の名称」及び「開
札日時」を朱書きし、同封すること。 

 （２） 開札の方法 
開札は、電子入札システムにおいて行う。 
ただし、紙入札方式による入札をした者がいる場合は、入札に参加した者又はそ

の代理人の立会いのもとに行うものとする。この場合において、入札に参加した者
又はその代理人が立ち会わない場合は、入札執行事務に関係のない職員を立ち会わ
せてこれを行う。 

 （３） 入札の回数 
入札回数は２回までとする。開札後、落札者がない場合は、再入札を行う。 
なお、再入札書の締切日時までに再入札書を提出しなかった者及び紙入札方式に 

よる入札により入札書を郵送した者で再入札書の提出がなかった者は再入札を辞退
したものとみなす。 

 （４） 落札者の決定方法 
有効な入札書を提出した者で予定価格の制限の範囲内で最低の価格をもって申込

みをしたものを落札者とする。 
なお、落札となるべき同価の入札をした者が２人以上ある場合は、電子入札シス

テムによる電子くじを実施し、落札者を決定する。 
 （５） 無効の入札 

次のいずれかに該当する入札は、無効とする。 
ア 競争入札に参加する資格を有しない者のした入札 
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イ 紙入札方式による入札において、委任状を提出しない代理人のした入札 
ウ 紙入札方式による入札において、記名押印を欠く入札 
エ 紙入札方式による入札において、金額を訂正した入札 
オ 紙入札方式による入札において、誤字脱字等により意思表示が不明瞭である入札 
カ 紙入札方式による入札において、同一事項の入札について他人の代理人を兼ね又

は２人以上の代理をした者の入札 
キ 紙入札方式による入札において、２以上の意思表示をした入札 
ク 紙入札方式による入札において、くじ番号の記入がない入札 
ケ 電子入札システムによる入札において、入札、見積及び契約権限のない者のＩＣ

カードを使用して提出された入札 
コ 民法（明治２９年法律第８９号）第９５条に基づく錯誤による入札であると入札

執行者が認めた場合の入札 
サ 明らかに連合によると認められる入札 
シ その他入札に関する条件に違反した入札 

 （６） 入札に参加する者が連合し、又は不穏な行動をなす等の場合において、入札を公
正に執行することができないと認められるときは、当該入札参加者を入札に参加さ
せず、入札の執行を延期し、若しくはこれを取りやめることがある。 

 （７） 入札者は、その提出した入札書の引換え、変更又は取消しをすることができない。 
 （８） その他 

委託業務仕様書等に特段の定めがない事項については、熊本県競争契約入札心得
（昭和３９年熊本県告示第４２０号）及び熊本県電子入札（物品調達・業務委託契
約等）運用基準の規定を準用する。 

６ 契約の締結 
（１） 契約書作成の要否 

要 
（２） 契約の締結期限 

落札者決定の日から１４日以内とする。 
（３） 落札者からの契約締結の申出期限 

落札者決定の日から７日以内とする。 
７ 入札保証金及び契約保証金 
（１） 入札保証金 

免除する。 
（２） 契約保証金 

契約しようとする者は、契約担当者が指定する日時までに、契約金額の１００分
の１０以上の金額を納付しなければならない。ただし、次のア又はイのいずれかに
該当するときは、契約保証金の納付が免除される。 

ア 契約しようとする者が、契約保証金以上の金額につき、保険会社との間に県を被
保険者とする履行保証保険契約を締結し、当該履行保証保険契約に係る保険証券を
提出したとき。 

イ 契約しようとする者が、過去２年の間に国又は地方公共団体とこの入札に付する
事項と種類及び規模をほぼ同じくする契約を２回以上にわたって締結し、かつ、こ
れらをすべて誠実に履行したことを証する書類を提出したとき。（その者が、契約
を履行しないこととなるおそれがないと認められるときに限る。）。 

８ その他 
（１） 入札、契約手続等において使用する言語及び通貨 

日本語及び日本国通貨とする。 
（２） 本一般競争入札公告は、入札説明書を兼ねる。 
（３） 本競争入札は、世界貿易機関（ＷＴＯ）に基づく政府調達に関する協定の適用を

受ける。 
９ Ｓｕｍｍａｒｙ 
（１） Ｎａｍｅ ａｎｄ ｄｅｓｃｒｉｐｔｉｏｎ ｏｆ ｐｒｏｊｅｃｔ 

”Ｉｎｆｏｒｍａｔｉｏｎ Ｇｉｇａ Ｈｉｇｈｗａｙ” 
Ａ ｃｏｍｐｌｅｔｅ ｎｅｔｗｏｒｋ ｆｏｒ ｎｅｗｓ ａｎｄ ｃｏｍｍ
ｕｎｉｃａｔｉｏｎ ｔｏ ｓｅｒｖｉｃｅ Ｋｕｍａｍｏｔｏ Ｐｒｅｆｅｃ
ｔｕｒｅ 

（２） Ｌｏｃａｔｉｏｎ ｏｆ ｐｒｏｊｅｃｔ 
Ｓｅｅ ｂｉｄ ｅｘｐｌａｎａｔｉｏｎ ｆｏｒｍ 

（３） Ｄａｔｅ ａｎｄ ｐｌａｃｅ ｔｏ ｓｕｂｍｉｔ ｂｉｄｄｉｎｇ ｐｒｏ 
       ｐｏｓａｌ 

Ｆｅｂｒｕａｒｙ ４，２０１０ １：３０ｐｍ 
Ｒｏｏｍ ｔｏ ｓｕｂｍｉｔ ｂｉｄｄｉｎｇ ｐｒｏｐｏｓａｌ 
Ｐｒｅｆｅｃｔｕｒａｌ Ｏｆｆｉｃｅ ｏｆ Ｋｕｍａｍｏｔｏ 

（４） Ｄｅａｄｌｉｎｅ ｔｏ ｓｕｂｍｉｔ ｂｉｄｄｉｎｇ ｐｒｏｐｏｓａｌ  
       ｂｙ ｍａｉｌ 
       Ｆｅｂｒｕａｒｙ ３，２０１０ 
（５） Ｌａｎｇｕａｇｅ ａｎｄ ｃｕｒｒｅｎｃｙ ｔｏ ｂｅ ｕｓｅｄ ｆｏｒ 
       ｂｉｄｄｉｎｇ 

 Ｊａｐａｎｅｓｅ ｌａｎｇｕａｇｅ ａｎｄ ｃｕｒｒｅｎｃｙ ｏｎｌｙ 
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（６） Ｎａｍｅ ｏｆ ｔｈｅ ｄｅｐａｒｔｍｅｎｔ ｉｎ ｃｈａｒｇｅ ｏｆ  
       ｔｈｉｓ ｂｉｄｄｉｎｇ ｃｏｎｔｒａｃｔ 

 Ｉｎｆｏｒｍａｔｉｏｎ ＆ Ｐｌａｎｎｉｎｇ Ｄｉｖｉｓｉｏｎ， 
 Ｄｅｐａｒｔｍｅｎｔ ｏｆ Ｒｅｇｉｏｎａｌ ＆ Ｄｅｖｅｌｏｐｍｅｎｔ 
 Ｐｒｅｆｅｃｔｕｒａｌ Ｏｆｆｉｃｅ ｏｆ Ｋｕｍａｍｏｔｏ 
 ６－１８－１ 
 Ｓｕｉｚｅｎｊｉ，Ｋｕｍａｍｏｔｏ Ｃｉｔｙ， 
 Ｋｕｍａｍｏｔｏ Ｐｒｅｆｅｃｔｕｒｅ，８６２－８５７０ Ｊａｐａｎ 
 Ｐｈｏｎｅ：０９６－３３３－２１４３ Ｅｘｔ．３０８４ 

 
 
熊本県公告第６８５号 
  大規模小売店舗立地法（平成１０年法律第９１号）第６条第２項の規定により平成２１
年７月２３日に行われた届出に対し、同法第８条第１項の規定により菊陽町から意見書の
提出があったので、同条第３項の規定により次のとおりその概要を公告し、当該意見書を
縦覧に供する。 
  平成２１年１２月２５日 
                                               熊本県知事 蒲 島 郁 夫 
１ 大規模小売店舗の名称及び所在地 

ＤＩＹホームセンターハンズマン菊陽店 本棟 
菊池郡菊陽町大字津久礼字久保２７６４番２ほか 
ＤＩＹホームセンターハンズマン菊陽店 別棟 
菊池郡菊陽町大字津久礼字久保２７６７番１ほか 

２ 市町村意見の概要 
   変更により駐車場収容台数が大幅に削減されることになるが、週末あるいは大売出 
  し等で来場者が増える場合、駐車場利用率が１００％近くになることが推測できるの 
  で、混雑解消のための体制を整えていただきたい。 
３ 上記意見を提出する理由 
   入庫待ち等により周辺道路において渋滞のおそれがあるため。 
４ 意見書の縦覧場所及び縦覧期間 
  熊本県商工観光労働部商工政策課及び菊池地域振興局総務振興課 
    平成２１年１２月２５日から平成２２年１月２５日まで 

 
 
熊本県公告第６８６号 
 都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第２９条第１項の許可に係る開発行為に関す
る工事が完了したので、同法第３６条第３項の規定により次のとおり公告する。 
  平成２１年１２月２５日 
                                                熊本県知事  蒲 島 郁 夫 
１ 開発区域又は工区に含まれる地域の名称及び面積 

菊池郡菊陽町大字原水字馬場２２７２番２の一部及び同２２７３番の一部 
  ３２５．１８平方メートル 
２ 開発許可を受けた者の住所及び氏名（名称） 
  菊池市森北１６４３番地 

瀧本 健太 
 

 
熊本県公告第６８７号 
 肥料取締法（昭和２５年法律第１２７号）第１２条第２項の規定に基づき、次の肥料の
登録有効期間を更新したので、同法第１６条第１項の規定に基づき公告する。 
  平成２１年１２月２５日 
                        熊本県知事 蒲 島 郁 夫 
 

登録番号 肥料の 

種 類 

肥料の 

名 称 

保証成分量 

 （％） 

その他の  

 規格 

生産業者の氏名 

又は名称及び住 

所 

有効期限

熊本県肥 

第１２７

６号 

消石灰 苦土消 

石灰 

アルカリ分 

：６５．０ 

く溶性苦土 

：１０．０ 

該当なし 木葉石灰企業組

合 

熊本県玉名郡玉

東町大字木葉１

１０１番地 

平成２７

年１２月

２４日 

熊本県肥 

第１３５

２号 

炭酸カ

ルシウ

ム肥料 

１０炭

酸苦土

石灰肥 

アルカリ分 

：５５．０ 

可溶性苦土 

その他の制限

事項は、公定規

格のとおり 

日鉄鉱業株式会

社 

東京都千代田区 

平成２７

年１２月

２４日 
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  料１号 ：１０．０  丸の内二丁目3番

２号 

 

熊本県肥 

第１３５

３号 

炭酸カ

ルシウ

ム肥料 

粒状１

０炭酸

苦土石

灰肥料

１号 

アルカリ分 

：５５．０ 

可溶性苦土 

：１０．０ 

その他の制限

事項は、公定規

格のとおり 

日鉄鉱業株式会

社 

東京都千代田区

丸の内二丁目3番

２号 

平成２７

年１２月

２４日 

 
 
熊本県公告第６８８号 
 都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第２９条第１項の許可に係る開発行為に関す
る工事が完了したので、同法第３６条第３項の規定により次のとおり公告する。 
  平成２１年１２月２５日 
                        熊本県知事 蒲 島 郁 夫 
１ 開発区域又は工区に含まれる地域の名称及び面積 

鹿本郡植木町大字滴水字宿ノ元４９３番１の一部、同４９４番４、同４９４番２１の
一部、同４９４番２８、同５１９番２、同５２０番２、同５２１番１、同５２１番２、
同５２１番４、同５２１番５、同５２２番１、同５２２番２、同５２２番５、同５２２
番６、同５２２番７、同５２３番１、同５２３番３、同５２５番の一部、同５２６番の
一部及び里道 

  ４，０７７．２６平方メートル 
２ 開発許可を受けた者の住所及び氏名（名称） 
  鹿本郡植木町大字滴水４８９ 
   有限会社中山産業  

 
 
熊本県公告第６８９号 
 県有財産を次のとおり売却する。 
  平成２１年１２月２５日 
                        熊本県知事 蒲 島 郁 夫    
１ 物件の表示 
  所在 水俣市天神町二丁目４２番２及び同４６番２ 
    （１）土地 地目 宅地 
        地積 合計１，８４７．９７平方メートル（公簿・実測） 
    （２）建物 種類 庁舎  
        構造 鉄筋コンクリート造陸屋根４階建  
        床面積 １，３８０．８７平方メートル 
                種類 倉庫  
        構造 鉄骨造スレート葺平家建  
        床面積 ３０．３０平方メートル 
    最低売却価格 ３０，７１５，０００円 
２ 入札参加資格 
    次のいずれかに該当する者は、この入札に参加できない。 
  (１)  当該入札に係る契約を締結する能力を有しない者 
  (２) 破産者で復権を得ない者 
 (３) 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４第２項各号に掲げ 
   る者で、当該各号に該当する事実があった後２年を経過していないもの 
 (４) 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２ 
   条第２号に規定する暴力団等であるとして熊本県警察本部から排除要請があった者 
３ 入札参加要領・契約条項を示す場所 
  熊本市水前寺六丁目１８番１号 熊本県総務部管財課 ０９６－３３３－２１２２ 
４ 入札期日及び場所 
   平成２２年２月１８日（木）午後１時３０分 
  水俣市陣内１丁目１番１号 水俣市役所 別館「秋葉」３階会議室Ａ 
５ 開札期日 入札終了後即時 
６  現地建物開放日 
  平成２２年１月２６日（火）午後１時から午後３時まで 
７ 入札参加申込書 
  この入札に参加しようとする者は、次により所定の入札参加申込書等を提出しなけれ 
 ばならない。 
    提出方法  持参又は郵送による。 
    提出期限 平成２２年２月１２日（金）午後５時 
              （郵送の場合は提出期限までに必着のこと） 
    提出先 熊本市水前寺六丁目１８番１号 熊本県総務部管財課 
８ 入札保証金 
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入札に参加しようとする者は、入札金額の１００分の５以上の金額を入札保証金とし
て納付するものとする。この場合において、納付は、現金又は銀行が振り出し、若しく
は支払保証をした小切手により行わなければならない。なお、入札保証金は、落札者が
契約を締結しないときは、熊本県に帰属する。 

９ 契約締結期限 
  平成２２年３月２５日（木）午後５時 
１０ 契約保証金 
    契約しようとする者は、契約金額の１００分の１０以上の金額を契約と同時に契約保 
 証金として納付するものとする。この場合において、納付は、現金又は銀行が振り出し、 
 若しくは支払保証をした小切手により行わなければならない。 
１１ その他 
  (１) 売買代金納入期限 契約締結日から３０日以内 
  (２) 契約締結場所 別途指定する。 
  (３) 入札参加者は、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）、地方自治法施行令、熊 
   本県財産条例（昭和３９年熊本県条例第２３号）、熊本県会計規則（昭和６０年熊 
   本県規則第１１号）、入札参加要領等を承知のうえ、入札するものとする。 
  (４) 問い合わせ先  
       熊本県総務部管財課（電話０９６―３３３―２１２２） 

 
 
熊本県公告第６９０号 
 第２回熊本県消費生活審議会の会議を次のとおり開催する。 
 なお、当該審議会の傍聴手続は、次のとおりである。 
  平成２１年１２月２５日 
                        熊本県知事 蒲 島 郁 夫    
１ 開催日時 
  平成２２年１月１３日（水） 
  午後２時から 
２ 開催場所 
  熊本県熊本市水前寺六丁目１８番１号 
  熊本県庁 本館５階 審議会室 
３ 議事概要 
  熊本県消費者施策の推進に関する基本計画（案）について 
４ 傍聴者の定員 
  １０人 
５ 傍聴手続 
  (１) 傍聴希望者は、会議の開催予定時刻までに、当該会議の会場において受付の上、 
   事務局の指示に従い、会議の会場に入ることができる。 
  (２) 傍聴の手続は、先着順で行い、定員になり次第終了する。 
６ 問合先 
  熊本県熊本市水前寺六丁目１８番１号 
  熊本県消費生活審議会事務局（熊本県環境生活部食の安全・消費生活課消費生活セン 
 ター企画・事業者指導班） 
 （電話 ０９６－３３３－２２９１） 
 
 
 
 
 
熊本県医療審議会公告第３号 
 熊本県医療審議会の会議を次のとおり開催する。 
  平成２１年１２月２５日 
                     熊本県医療審議会 
                           会 長 北 野 邦 俊   
１ 開催日時 
    平成２２年１月７日（木） 
    午後２時から午後４時まで 
２ 開催場所 
    熊本市水前寺六丁目１８番１号 
    熊本県庁行政棟本館５階 審議会室 
３ 議題 
 （１）議案 
   ア 医療法人の設立認可について 
   イ 熊本市、城南町、植木町の合併に伴う第５次熊本県保健医療計画の変更につい 
    て 
 （２）その他 
   医療審議会医療法人部会委員の指名について 
４ 傍聴者の定員 

 登載依頼 
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    １０人 
５ 傍聴手続き 
 （１）傍聴希望者は、会議の開催予定時刻までに、当該会議の会場において受付のうえ、 
     事務局の指示に従い、会議の会場に入ることができる。 
 （２）傍聴手続は先着順で行い、定員になり次第終了する。  
６ 問い合わせ 
    熊本市水前寺六丁目１８番１号 
    熊本県医療審議会事務局（熊本県健康福祉部医療政策総室） 
    （電話０９６－３３３－２２０５） 

 
 
  熊本県選挙管理委員会告示第６４号 
    地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第７４条第５項及び第７５条第５項の規定に 
 基づくその総数の５０分の１の数並びに同法第７６条第４項、第８１条第２項及び第８

６条第４項並びに地方教育行政の組織及び運営に関する法律（昭和３１年法律第１６２
号）第８条第２項の規定に基づくその総数が４０万を超える数に６分の１を乗じて得た
数と４０万に３分の１を乗じて得た数とを合算して得た数は、次のとおりである。 

      平成２１年１２月２５日  
                                           熊本県選挙管理委員会 
                                                  委員長  柴 田 憲 保 
    その総数の５０分の１      ２９，８５２ 
    その総数が４０万を超える数に６分の１を乗じて得た数と４０万に３分の１を乗じて 
  得た数とを合算して得た数    ３１５，４３１ 

 
 
  熊本県選挙管理委員会告示第６５号 
  地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第８０条第４項の規定に基づくその総数の３ 
 分の１の数（その総数が４０万を超える場合にあっては、その超える数に６分の１を乗 
 じて得た数と４０万に３分の１を乗じて得た数とを合算して得た数）は、次のとおりで 
 ある。  
      平成２１年１２月２５日 
                                            熊本県選挙管理委員会 
                                                    委員長 柴 田 憲 保 
 選挙区名 
 熊本市選挙区         １５５, ４１９ 
 八代市・八代郡選挙区      ４０，６１９ 
 人吉市選挙区           ９，８１０ 
 荒尾市選挙区           １５，５６８ 
 水俣市選挙区             ７，７５５ 
 玉名市選挙区           １９，２６５ 
 天草市・天草郡選挙区      ２８，２６２ 
 山鹿市選挙区           １５，８８６ 
 菊池市選挙区           １４，１１４ 
 宇土市選挙区           １０，２５３ 
 上天草市選挙区           ９，００５ 
 宇城市選挙区          １７，２７４ 
 阿蘇市選挙区            ８，０７９ 
 合志市選挙区           １４，２８９ 
 下益城郡選挙区         １１，１６８ 
 玉名郡選挙区           １２，６６７ 
 鹿本郡選挙区           ８，３３１ 
 菊池郡選挙区           １７，３１９ 
 阿蘇郡選挙区           １１，３８７ 
 上益城郡選挙区         ２４，８９１ 
 葦北郡選挙区          ７，２３８ 
 球磨郡選挙区          １６，８５３ 

 
 
  熊本県選挙管理委員会告示第６６号 
    漁業法（昭和２４年法律第２６７号）第９９条第２項の規定に基づく選挙権を有する 
 者の総数の３分の１の数は、次のとおりである。 
  平成２１年１２月２５日 
                                           熊本県選挙管理委員会 
                                                  委員長  柴 田 憲 保 
    熊本県有明海区    ２，５４７ 
    天草不知火海区      ２，５４８ 
 


